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平成 29年 1 月 6日 

各 位 

 

 
（訂正）「支配株主等に関する事項について」の一部訂正について 

 

平成 27 年 9 月 30 日および平成 28 年９月 29 日に公表いたしました表記開示資料につい
て訂正がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

 

Ⅰ 訂正内容（訂正部分に下線を付しております。） 

 

 

＜平成 27 年 9 月 30 日公表分＞ 

 

 （訂正前） 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 

（平成 27 年６月 30 日現在） 

  
２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等と
の関係 

   有限会社ＡＭＣは、当社代表取締役社長 CEO 安藤正弘及びその近親者が出資する
資産管理会社であり、継続開示会社には該当しておりません。同社は当社株式を
41.38％所有する筆頭株主であります。 

   なお、当社の取締役１名が当該会社の取締役を兼務しておりますが、当社の事業活
動において同社からの制約等はなく、経営や事業活動に与える影響はありません。ま
た、将来において親会社等の企業グループにおける位置付けその他親会社等との関係
について変更の予定はありません。 

 
 
 

会 社 名 株 式 会 社 ハ ウ ス ド ゥ 

代表者名 代表取締役社長 CEO 安藤 正弘 

 （コード番号：3457） 

問合せ先 常務取締役 CFO 浅田 浩 

 （TEL.075-229-3200） 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株式が 

上場されている 

金融証券取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

安藤 正弘 

（当社代表取締

役社長 CEO） 

支配株主 

（親会社を 

除く） 

28.76 42.45 71.21 － 

有限会社ＡＭＣ 
その他の 

関係会社 
41.38 － 41.38 － 
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 （訂正後） 
１．親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 

（平成 27 年６月 30 日現在） 

  
２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等と
の関係 

  該当事項はありません。 
 

 

＜平成 28 年 9 月 29 日公表分＞ 

 （訂正前） 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 

（平成 28 年６月 30 日現在） 

  
２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等と
の関係 

   有限会社ＡＭＣは、当社代表取締役社長 CEO 安藤正弘及びその近親者が出資する
資産管理会社であり、継続開示会社には該当しておりません。同社は当社株式を
40.98％所有する筆頭株主であります。 

   なお、当社の取締役１名が当該会社の取締役を兼務しておりますが、当社の事業活
動において同社からの制約等はなく、経営や事業活動に与える影響はありません。ま
た、将来において親会社等の企業グループにおける位置付けその他親会社等との関係
について変更の予定はありません。 

 
 （訂正後） 
１．親会社、支配株主（親会社を除く。）またはその他の関係会社の商号等 

（平成 28 年６月 30 日現在） 

  

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株式が 

上場されている 

金融証券取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

安藤 正弘 

（当社代表取締

役社長 CEO） 

支配株主 

（親会社を 

除く） 

28.76 42.45 71.21 － 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株式が 

上場されている 

金融証券取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

安藤 正弘 

（当社代表取締

役社長 CEO） 

支配株主 

（親会社を 

除く） 

23.77 42.04 65.81 － 

有限会社ＡＭＣ 
その他の 

関係会社 
40.98 － 40.98 － 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株式が 

上場されている 

金融証券取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

安藤 正弘 

（当社代表取締

役社長 CEO） 

支配株主 

（親会社を 

除く） 

23.77 42.04 65.81 － 
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２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等と
の関係 

  該当事項はありません。 
 

 
Ⅱ 訂正理由 
 有限会社ＡＭＣは、当社の株式を40.98％（平成28年6月30日現在）保有しております
が、当社に対して財務及び営業又は方針の決定に対して重要な影響を与えることができな
いことが明らかであり「その他の関係会社」には該当しないと判明したため。 
 

以 上 


